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１．１３のポイント 

（１）本市の自殺者数と自殺死亡率は、全国や鹿児島県と同様に緩やかな減少傾向にある。性別では、

年により増減はあるものの男性は緩やかな減少傾向、女性はおおむね横ばいである。 

（２）令和３年の本市における自殺者数は、交通事故死者数の 4.6 倍に上る。 

（３）本市の自殺死亡率は、全国の中核市の中では比較的低い（62 市のうち 55 番目）。 

（４）年代別の自殺者数は、60 歳代は減少傾向であり、それぞれの年代での自殺者数の差が小さくな

っている。 

（５）年齢階級別の死因において、自殺は幅広い年齢層で上位に入っている。特に、若者世代において

は第一位となっている。 

（６）年代別・性別では、20 歳～50 歳代の男性の自殺死亡率が高く、自殺者数は 40 歳代の男性が多

い。 

（７）同居人の有無別自殺死亡率では、男女ともに同居人なしが高い。一方で年代の差はみられない。

また、自殺者数では、男女ともに同居人ありが、20 歳以上の全年代で多い。 

（８）有職者と無職者の比率は、男性が 4７対 5３、女性が 2７対７３である。 

（９）男女共に、有職者より無職者の自殺死亡率が高く、特に男性の無職 40～59 歳の自殺死亡率が

高くなっている。 

（10）職業別・性別の過去 5 年間ごとの自殺者数の平均は、男女ともに、被雇用・勤め人が多い。 

（11）原因動機別・性別の過去５年間ごとの自殺者数の平均は、男性では、勤労問題が微増、女性では

すべての項目で横ばいもしくは減少している。 

（12）令和 2 年・3 年の自殺者数と新型コロナウイルス感染症感染拡大前 5 年間（平成 27 年～令和

元年）の自殺者数の平均を比較すると、男性は減っているが、女性はやや増えている。 

（13）平成２９～令和３年の５年間で、本市において自殺者数が多い属性（性別・年代別・仕事の有無

別・同居人の有無別）は、以下の５区分である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 鹿児島市の自殺の現状 

《参考》 

本計画においては、厚生労働省「人口動態統計」と警察庁「自殺統計」の両方を使用しているが、両者には以下のような違いがあ

る。 

（1）調査対象の差異 

「人口動態統計」は日本における日本人を対象とし、「自殺統計」は、総人口（日本における外国人も含む）を対象としている。 

（2）調査時点の差異 

「人口動態統計」は住所地を基に死亡時点で計上し、「自殺統計」は、発見地を基に自殺死体発見時点（正確には認知）で計上して

いる。 

（3）事務手続き上（訂正報告）の差異 

「人口動態統計」は自殺、他殺あるいは事故死のいずれか不明のときは自殺以外で処理しており、死亡診断書等について作成者から

自殺の旨訂正報告がない場合は、自殺に計上していない。「自殺統計」は、捜査等により、自殺であると判明した時点で、自殺統

計原票を作成し、計上している。 

自殺者の特性上位５区分 
自殺者数 

(5 年計) 
割合 

自殺死亡率* 

(10 万対) 
背景にある主な自殺の危機経路** 

1 位:男性 40～59 歳有職同居 43 10.1% 16.5 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩み＋仕
事の失敗→うつ状態→自殺 

2 位:男性 60 歳以上無職同居 39 9.2% 21.5 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲れ）

＋身体疾患→自殺 

3 位:男性 60 歳以上無職独居 34 8.0% 83.8 
失業（退職）＋死別・離別→うつ状態→将来
生活への悲観→自殺 

4 位:男性 20～39 歳有職同居 28 6.6% 17.9 
職場の人間関係／仕事の悩み(ブラック企業)

→パワハラ＋過労→うつ状態→自殺 

5 位:女性 60 歳以上無職同居 28 6.6% 9.4 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

 ※いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル２０２２」より 
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２．自殺者数と自殺死亡率の推移 

本市の自殺者数は、平成 21 年以降、減少傾向にあり、厚生労働省の人口動態統計と警察庁の自

殺統計は同様の推移を示しています。 

図 1：自殺者数の長期的な推移（平成 16～令和 3 年） 

 

【出典】人口動態統計・自殺統計(自殺日・住居地) 

平成 2７年以降の本市における自殺死亡率は、全国や鹿児島県の数値と同じように減少傾向にあ

り、かつ一貫してそれらを下回っています。また、本市の性別の自殺者数、自殺死亡率は、年によ

って増減はあるものの男性は緩やかな減少傾向、女性はおおむね横ばいとなっています。しかし、

令和３年の自殺者数は交通事故死亡者数の 4.6 倍に上っています。 

図 2：自殺者数と自殺死亡率の推移（平成 27～令和 3 年） 

 

【出典】人口動態統計 
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３．中核市の自殺死亡率 

令和３年の本市における自殺死亡率（1３.4７）は、全国の中核市（人口 20 万人以上）６２市

のうち高い方から５５番目である。 

図 3：中核市の自殺死亡率（人口 10 万対） 

                                                   

※順位をつけるため、自殺死亡率を小数点第 2 位まで表記している。 

【出典】令和３年自殺統計(自殺日・住居地) 

４．年代別自殺者数の推移 

平成２７年から令和３年の年代別自殺者数は、60 歳代では減少傾向にありますが、20 歳代、

30 歳代においては微増しています。また、令和２年以降 20 歳代から７０歳代までの年代別自殺

者数は、ほぼ同数となっています。 

図 4：年代別自殺者数の推移（平成 27 年～令和 3 年） 

 

※５人以上を標記                                                     【出典】人口動態統計 
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５．年齢階級別の死因順位 

平成２９年から令和３年の本市における年齢階級別の死因順位を見ると、自殺は１０～64 歳ま

で幅広い年齢層で上位に入っています。特に 15～34 歳の若年世代においては、死因の第一位と

なっています。 

図 5：年齢階級別・死因別死亡順位（平成 29 年～令和 3 年合計）            

 

【出典】いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル 2022」 

６．年代別・性別の自殺死亡率と自殺者数 

平成 29 年から令和 3 年の 5 年間を見ると、自殺者数は男性においては 40 歳代が最も多く、

女性においては、60 歳代が最も多くなっています。自殺死亡率を見ると、男性では 20～50 歳代

が高く、女性では 20～70 歳代が横ばいになっています。 

図 6：年代別・性別自殺死亡率（平成 29～令和 3 年平均）と自殺者数（平成 29～令和 3 年合計） 

 

【出典】いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル 2022」 

年齢（歳） 第1位 第2位 第3位 第4位 第5位

0～4 不慮の事故

5～9 悪性新生物 不慮の事故

10～14 悪性新生物 不慮の事故

15～19 自殺 不慮の事故 悪性新生物 心疾患

20～24 自殺 不慮の事故 悪性新生物 心疾患

25～29 自殺 不慮の事故 悪性新生物 脳血管疾患

30～34 自殺 悪性新生物 不慮の事故 脳血管疾患 心疾患

35～39 悪性新生物 自殺 肝疾患

40～44 悪性新生物 自殺 不慮の事故 脳血管疾患 心疾患

45～49 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 不慮の事故 自殺

50～54 悪性新生物 脳血管疾患 心疾患 自殺 不慮の事故

55～59 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 自殺 不慮の事故

60～64 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 不慮の事故 自殺

65～69 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肺炎 不慮の事故

70～74 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肺炎 不慮の事故

75～79 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肺炎 腎不全

80～84 悪性新生物 心疾患 肺炎 脳血管疾患 腎不全

85～89 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肺炎 老衰

90～ 心疾患 老衰 悪性新生物 肺炎 脳血管疾患

合計 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肺炎 老衰

悪性新生物、肺炎（同数）

心疾患、自殺（同数）

不慮の事故、脳血管疾患（同数）
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７．同居人の有無別・性別・年代別の自殺死亡率と自殺者数 

同居人の有無別に自殺死亡率を見ると、男女ともに同居人なしが全世代で高くなっています。一

方で、自殺者数を見ると、男女ともに同居人ありが全世代で多くなっています。 

図 7：同居人有無別・性別･年代別自殺死亡率(平成 29～令和 3 年平均)と自殺者数(平成 29～令和 3 年合計) 

 

【出典】 いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル 2022」 

 

８．男女別にみた有職者と無職者の割合とその内訳 

有職者と無職者の比率は、男性が 47 対 53、女性が 27 対 73 となっています。 

図 8：男女それぞれの有職者/無職者の割合（平成 29～令和 3 年合計） 

 

【出典】自殺統計(自殺日・住居地) 
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９．仕事の有無別・性別・年齢階級別の自殺死亡率 

男女共に、有職者より無職者の自殺死亡率が高く、特に男性の無職４０～59 歳の自殺死亡率が

高くなっている。 

図 9：仕事の有無別・年齢階級別自殺死亡率（平成 29～令和 3 年平均） 

  

【出典】いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル 2022」 

 

 

１０．職業別・性別の過去 5 年間ごとの自殺者数の平均 

いずれの過去 5 年間平均を見ると、男女ともに、被雇用・勤め人が多い。 

図 10：職業別の過去 5 年間ごとの平均自殺者数（平成 24 年～28 年平均、平成 29 年～令和 3 年平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】自殺統計(自殺日・住居地) 
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１１．原因動機別・性別の過去 5 年間ごとの自殺者数の平均 

男女ともに健康問題が一番多く、次に男性の場合、経済・生活問題、女性の場合は家庭問題が多

い。原因動機別のどの項目も減少しているが、男性は、勤務問題が、微増しています。 

図 11：原因動機別の過去 5 年間ごとの平均自殺者数（平成 24 年～28 年平均、平成 29 年～令和 3 年平均） 

  
※原因動機は、遺書等の自殺を裏付ける資料により明らかに推定できる原因・動機を自殺者一人につき 3 つまで計上可

としている。 

【出典】自殺統計(自殺日・住居地) 

１２．自殺者の自殺未遂歴について 

本市の自殺者の 2 割以上は、自殺未遂歴があり、国、県と同様の傾向にあります。特に女性で

は、自殺未遂歴のある人が 3 割以上と男性よりも高い。 

図 12：自殺者の自殺未遂歴の有無（平成 29 年～令和 3 年合計） 

 

【出典】いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル 2022」 
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１３．コロナ禍での影響 

令和 2 年及び令和 3 年の男女別・年齢階級別の自殺者数について、新型コロナウイルス感染症

感染拡大前 5 年間（平成 27 年から令和元年）の自殺者数の平均との差を確認したところ、男性は

減っているが、女性はやや増えています。 

図 13：新型コロナウイルス感染症の感染拡大下(令和 2 年・令和 3 年)と過去 5 年間平均との差 

 

【出典】いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル 2022」 

 

１４．対策が優先されるべき対象群 

図 14：本市の自殺の主な特徴 

 

【出典】いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル 2022」 
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自殺者数 自殺死亡率
*

(5年計) (10万対)

1位:男性40～59歳有職同居 43 10.10% 16.5
配置転換→過労→職場の人間関係の悩み＋仕事の失敗→う

つ状態→自殺

2位:男性60歳以上無職同居 39 9.20% 21.5
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲れ）＋身体疾患→

自殺

3位:男性60歳以上無職独居 34 8.00% 83.8
失業（退職）＋死別・離別→うつ状態→将来生活への悲観

→自殺

4位:男性20～39歳有職同居 28 6.60% 17.9
職場の人間関係／仕事の悩み(ブラック企業)→パワハラ＋

過労→うつ状態→自殺

5位:女性60歳以上無職同居 28 6.60% 9.4 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺

自殺者の特性上位５区分 割合 背景にある主な自殺の危機経路
**


